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市
で
は
、
家
計
で
の
貯
金
に
当
た

る
「
基
金
」
を
持
っ
て
い
ま
す
（
注
）。

基
金
を
設
け
る
た
め
に
は
、
地
方
自

治
法
に
基
づ
い
て
、
市
の
条
例
で
定

め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

基
金
に
は
、
特
定
の
目
的
の
た
め

に
、「
資
金
を
積
み
立
て
る
も
の
」
と

「
定
額
の
資
金
を
運
用
す
る
も
の
」
が

あ
り
ま
す
。
税
収
の
落
ち
込
み
や
災

害
の
発
生
に
備
え
る
た
め
の
も
の
や
、

将
来
の
大
き
な
事
業
の
た
め
の
も
の

な
ど
、
い
ろ
い
ろ
な
目
的
で
積
み
立
て

ら
れ
ま
す
。

　
基
金
は
、
年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調

整
し
た
り
、
中
長
期
的
な
財
政
運
営
の
た
め

の
計
画
性
や
安
定
性
を
確
保
し
た
り
す
る
な

ど
の
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。　

（
注
）
土
地
開
発
基
金
は
「
土
地
」
も
保
有

　
本
市
で
は
、
今
年
４
月
１
日
現
在
、
21
の

基
金
を
保
有
し
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
一

般
会
計
分
は
12
基
金
あ
り
、
残
り
の
９
基
金

は
特
別
会
計
分
で
す
。

　
左
ペ
ー
ジ
の
表
は
、
一
般
会
計
分
に
お
け

る
主
要
な
基
金
の
設
置
目
的
と
残
高
を
示
し

た
も
の
で
す
。
市
で
は
、
年
度
間
の
財
源
の

不
均
衡
を
調
整
す
る「
財
政
調
整
基
金
」や
、

地
域
の
偏か

た
よ

り
の
な
い
発
展
を
目
的
と
す
る

「
地
域
振
興
基
金
」
の
ほ
か
、
平
成
27
年
度

か
ら
の
普
通
交
付
税
の
減
少
に
よ
り
、
急
激

に
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
低
下
さ
せ
な
い
よ
う
、

新
た
に
平
成
22
年
度
に
創
設
し
た
「
合
併
特

例
措
置
逓て

い

減げ
ん

対
策
準
備
基
金
」
な
ど
の
主

要
な
基
金
の
積
み
立
て
に
努
め
て
い
ま
す
。

　
左
の
グ
ラ
フ
は
、
本
市
に
お
け
る
年
度
末

の
基
金
残
高
（
土
地
開
発
基
金
を
除
く
）
の

推
移
を
示
し
た
も
の
で
す
。

　

平
成
23
年
度
末
の
基
金
残
高
の
見
込
み

は
65
・
１
億
円
で
す
。
合
併
直
前
の
平
成
15

年
度
末
（
41
・
４
億
円
）
と
比
較
し
て
23
・

７
億
円
増
え
ま
し
た
。
一
般
会
計
分
は
57
・

１
億
円
と
な
る
見
込
み
で
、
合
併
直
前
と
比

べ
る
と
ほ
ぼ
倍
増
し
て
い
ま
す
。
特
別
会
計

分
は
、
各
事
業
の
進
ち
ょ
く
に
よ
り
、
年
度

間
で
総
額
が
前
後
し
て
い
ま
す
。

　
基
金
の
種
類
別
で
見
る
と
、
合
併
後
、
新

た
に
設
置
し
た
「
地
域
振
興
基
金
」
や
「
合

併
特
例
措
置
逓
減
対
策
準
備
基
金
」
の
残

高
が
大
き
く
伸
び
て
い
ま
す
。　

基
金
活
用
で
行
政
サ
ー
ビ
ス
向
上
へ

　

65
億
円
の
基
金
が
あ
る
と
は
い
え
、
財

政
的
な
ゆ
と
り
が
あ
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。

　
本
市
は
、
保
育
所
や
小
・
中
学
校
の
再
配

置
、
新
火
葬
場
の
建
設
な
ど
財
政
負
担
を

抱
え
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
合
併
特
例
期
間
が
終
了
す
る
平

成
27
年
度
以
降
は
、
普
通
交
付
税
が
段
階

的
に
減
少
し
て
い
き
ま
す
。
こ
れ
に
備
え
て

一
層
の
歳
出
の
ス
リ
ム
化
・
重
点
化
を
計
画

的
に
行
っ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
市
で
は
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
さ
ら
に

向
上
さ
せ
る
た
め
、
基
金
や
借
金
を
有
効
に

活
用
し
な
が
ら
、
バ
ラ
ン
ス
の
よ
い
お
金
の

や
り
く
り
を
し
て
い
ま
す
。

基金の名称 設置目的など Ｈ23残高
（見込）

合併特例措置
逓
てい

減
げん

対 策
準 備 基 金
（Ｈ 22 設置）

平成 27 年度以降の普通交付税などの合併特
例分の減少に備え、急激なサービス低下を
避けることを目的とした基金。第 2 次行財
政改革推進計画では、平成 26 年度末までに
25.5 億円を積み立てることとしています。

10.0 億円

地域振興基金
（Ｈ 16 設置）

市民の連帯強化と均衡ある地域振興を図るこ
とを目的とした基金。合併特例事業債を活用し
て 39.3 億円まで積み立てることができます。

22.5 億円

財政調整基金
年度間の財源の不均衡を調整することを目的
とした基金。全ての地方自治体が設置してい
ます。

15.9 億円

減
げ ん

債
さ い

基 金

市債（借金）の償還および適正な管理に必要
な財源の確保を目的とした基金。平成 19 年
度に発行した住民参加型市場公募債「第 1 回 
京丹後 まち 未来債」の返済財源として、平成
24 年度に 3 億円を取り崩します。

3.3 億円

奨 学 基 金

経済的理由により高等学校や大学などでの修
学が困難な人への奨学金給付を目的とした基
金。
※奨学金（月額）：高等学校 5,000 円、大学
など 10,000 円

2.0 億円

過 疎 地 域
振 興 基 金
（Ｈ 22 設置）

過疎地域（丹後町および久美浜町域）の地域
活性化などを図ることを目的とした基金。過疎
対策事業債のソフト事業分を活用し、過疎地域
自立促進特別措置法の期限である平成 27 年
度まで一定額を積み立てることとしています。

1.3 億円

基金（貯金）の状況

特 別 会 計 分

合併特例措置低
減対策準備基金

地域振興基金

財政調整基金

その他の
一 般 会 計 基 金

一般会計分における主要な基金の設置目的と残高

一
般
会
計
分
（
57
・
１
億
円
））

年度末の基金残高（土地開発基金を除く）

基
金
残
高
は
合
併
後
23
億
円
の
増

一
般
会
計
分
は
「
ほ
ぼ
倍
増
」


